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日本の全産業の国内生産額は 1985 年度の 677 兆円から 2012 年度の 911 兆円まで増加
したのに対し , 食品工業の国内生産額は 34.4 兆円（1985 年度）から 34.1 兆円（2012 年
度）と微減している1 。食品企業では他の産業分野の企業に比べて , 個々の商品が日々消
費されているため，①原材料の安全性 , ②コストとリスクの低減, ③輸送・保存の利便性, 






2016 年 2 月 1 日現在，日本の総人口は 1 億 2,702 万 9 千人である。その中で 65 歳以上
の人口は既に 3,420 万 2 千人（総人口に占める割合は 26.9%）に達し，0-14 歳の年少人口








本大震災や福島の原発事故のため, 日本農林水産業全体の被害総額は 2 兆 3,841 億円にも
達し, また, 2011 年の輸出額は対前年比で 9％減少した。2011 年の福島原発事故以後, 40
を超える国・地域において日本産農林水産物・食品の輸入規制が強化された。2015 年 4 月
                                                   
1 農林水産省大臣官房広報評価課情報分析室  (2015)「平成 26 年度 食料・農業・農村の動向」『食料・ 
農業・農村白書』全体版 , 第 1 章 , 第 5 節（食品産業の動向），p.67. 
2 2014 年 7 月までの中小企業庁のまとめによると，1999 年には中小規模の事業者数  (全産業)が 484 万
社であったところから，2012 年では 385 万社に減っている。2012 年の会社ベースで言えば中小企業
社数は約 168 万社の中，中小製造業の企業社数は約 27 万 3 千社であり，このうち中小食品製造業は
凡そ 14％を占めている。一方，1999 年から 2012 年の間に大企業社数はほぼ 1 万社のままで推移し
ている。－出所：経済産業省  (2014), p.126. 
3 総務省統計局  e-Stat 参照 http://www.stat.go.jp/data/jinsui/2.htm#annual, 2016 年 7 月 3 日閲覧。 
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1996 年に岡山県や大阪府で腸管出血性大腸菌 O157 による集団食中毒が発生した。当
時，原因として「カイワレ大根」が疑われ，他の野菜の需要にも影響が生じてしまった。
結局原因究明ができないまま，それ以来消費者の食卓から「カイワレ大根」は姿を消した。
2001 年 に は 国 内 で 牛 海 綿 状 脳 症 （ い わ ゆ る 狂 牛 病 BSE （ Bovine Spongiform 
Encephalopathy）問題）が発生し，国産牛肉の消費が冷えこんだ。また，2004 年に国内
で 79 年ぶりに鶏インフルエンザが発生し，大量の鶏が殺処分された。さらに 2010 年に宮
崎県の口蹄疫でも畜産農家や食品製造・流通業者，消費者に甚大な損失が生じ，不安が広
がった。国内の生産品だけではなく，輸入食品の安全問題も消費の冷え込みを引き起こし














77 社，タイが 54 社，インドネシアが 26 社，ベトナムが 25 社，イギリスが 19 社，シン
ガポールが 16 社，台湾とオーストラリアが 14 社である5。 
 
                                                   
4 農林水産省大臣官房広報評価課情報分析室  (2014)「平成 25 年度 食料・農業・農村の動向」『食料・
農業・農村白書』概要版 , p.22, 農林水産省大臣官房広報評価課情報分析室  (2015)「平成 26 年度 食
料・農業・農村の動向」『食料・農業・農村白書』全体版 , pp.202～213, 農林水産省食料産業局 (2016)
『東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う各国・地域の輸入規制強化への対応』，pp.1-8. 
5 農林水産省大臣官房食料安全保障課  (2015)『食品産業動態調査』，第１章  食品産業をめぐる市場経済
動向 , 農林水産省 , p.20, http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/jki/j_doutai/doutai_2015.html , 2016 年 8 月
6 日閲覧。経済産業省  (2015)『第 44 回 海外事業活動基本調査 (2014 年 7 月調査)概要』表 1．業種
別 現 地 法 人 分 布 , http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kaigaizi/result/result_44/pdf/h2c44 -1.pdf, 
2016 年 8 月 21 日閲覧。 
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表 序-1 食品の安全問題に関する事例  
 
出所：時子山ひろみ(2013)『フードシステムの経済学』第 5 版 , p.178 より作成  
内閣府食品安全委員会 http://www.fsc.go.jp/, 2016 年 7 月 22 日閲覧 
群馬県庁 http://www.pref.gunma.jp/05/d6210006.html#acri , 2016 年 7 月 22 日閲覧  
『朝日新聞』「廃棄カツ横流し，業者３人逮捕 食品衛生法違反容疑など」，2016 年 7 月 12
日 , http://www.asahi.com/articles/ASJ7C7GWPJ7COIPE02D.html  , 
2016 年 8 月 21 日閲覧 
厚生労働省 医薬食品局食品安全部監視安全課「食品の安全確保に関する取組」厚生労働
省 , p.2, http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/ ,  
2016 年 8 月 28 日閲覧 































10 2004 高病原性鳥インフルエンザ事件 1月に国内で79年ぶりに高病原性鳥インフルエンザが発生
11 2008 冷凍ギョウザ事件 中国製冷凍ギョウザで健康被害が発生












































略シナリオが必要となってくる。また , 企業が創業時より成長するにつれ , 市場の拡大と
共に環境の変化や不測の事態に遭遇した際 , 素早く対応できる戦略を立てなければならな







2 月時点の時価総額からみれば，食品企業の世界ランキング第 1 位はネスレ（スイス），第
2 位はユニリーバ（英蘭），第 3 位はクラフト・ハインツ（米）などが，その代表と言える





                                                   
6 2016 年 2 月時点の時価総額：ネスレ(スイス)は 2,347 億ドル，ユニリーバ(英蘭)は 1,261 億ドル，ク
ラフト・ハインツ(米)は，864 億ドル。出所：蛯谷敏・河野紀子・大竹剛  (2016), p.29. 









した味の素 KK は，2016 年 4 月現在，売上高が 1 兆 1,859 億 8,000 万円であり，世界中










図 序-1 2002-2014 年度の食品製造業の売上高の推移  
 出所：財務省(2015)「食品製造業統計表」『法人企業統計財政金融統計月報第 762 号(2014 年度)』，







                                                   
8 味の素 KK の企業情報サイト http://www.ajinomoto.com/jp/?scid=av_ot_pc_cojphead_company, 
2016 年 8 月 22 日閲覧。 
9 一般社団法人 日本即席食品工業協会 https://www.instantramen.or.jp/data/data04.html, 2015 年




























表   序-2 食品上場企業の売上高ランキング（上位 97 社） 
 
出所：日本経済新聞 Web 版 2016 年 3 月 7 日「業種別売上高ランキング」より作成  
http://www.nikkei.com/markets/ranking/page/?bd=uriage&ba=0&Gcode=01&hm=1 , 




順位 証券 銘柄名 売上高 決算期 順位 証券 銘柄名 売上高 決算期
コード (百万円) 西暦月－年 コード (百万円) 西暦月－年
1 2914 ＪＴ 2,871,960 Dec-14 51 2915 ケンコーマヨ 60,327 Mar-15
2 2503 キリンＨＤ 2,195,795 Dec-14 52 2573 北海コカ 59,640 Dec-14
3 2502 アサヒ 1,785,478 Dec-14 53 2108 甜菜糖 57,667 Mar-15
4 2587 サントリＢＦ 1,257,280 Dec-14 54 2908 フジッコ 56,897 Mar-15
5 2282 日ハム 1,212,802 Mar-15 55 2594 キーコーヒー 56,323 Mar-15
6 2269 明治ＨＤ 1,161,152 Mar-15 56 2892 日食品 56,234 Mar-15
7 2802 味の素 1,006,630 Mar-15 57 2003 日東富士 51,201 Mar-15
8 2212 山パン 995,011 Dec-14 58 2117 日新製糖 49,741 Mar-15
9 2264 森永乳 594,834 Mar-15 59 2819 エバラ食品 49,575 Mar-15
10 2809 キユーピー 553,404 Nov-14 60 2055 日和産 48,943 Mar-15
11 2270 雪印メグ 549,816 Mar-15 61 2910 Ｒフィールド 48,877 Apr-15
12 2871 ニチレイ 545,266 Mar-15 62 2286 林兼 47,664 Mar-15
13 2002 日清粉Ｇ 526,144 Mar-15 63 2903 シノブフズ 42,131 Mar-15
14 2580 コカイースト 523,299 Dec-14 64 2204 中村屋 41,591 Mar-15
15 2501 サッポロＨＤ 518,740 Dec-14 65 2815 アリアケ 40,915 Mar-15
16 2284 伊藤ハ 481,130 Mar-15 66 2902 太陽化 38,242 Mar-15
17 2897 日清食ＨＤ 431,575 Mar-15 67 2922 なとり 38,204 Mar-15
18 2593 伊藤園 430,541 Apr-15 68 2907 あじかん 37,269 Mar-15
19 2579 コカウエスト 424,406 Dec-14 69 2209 井村屋Ｇ 36,346 Mar-15
20 2875 東洋水 381,259 Mar-15 70 2904 一正蒲鉾 34,426 Jun-15
21 2801 キッコマン 371,339 Mar-15 71 2923 サトウ食品 33,551 Apr-15
22 2267 ヤクルト 367,980 Mar-15 72 2291 福留ハ 28,448 Mar-15
23 2281 プリマ 341,183 Mar-15 73 2112 塩水糖 26,319 Mar-15
24 2602 日清オイリオ 329,267 Mar-15 74 2215 一パン 24,955 Dec-14
25 2206 グリコ 319,393 Mar-15 75 2538 ＪＦＬＡ 24,425 Sep-15
26 2001 日本粉 298,511 Mar-15 76 2551 マルサンアイ 23,707 Sep-15
27 2607 不二製油Ｇ 271,903 Mar-15 77 2222 寿スピリッツ 22,966 Mar-15
28 2004 昭和産 245,111 Mar-15 78 2009 鳥越粉 22,586 Dec-14
29 2810 ハウス食Ｇ 231,448 Mar-15 79 2207 名糖産 20,080 Mar-15
30 2288 丸大食 222,316 Mar-15 80 2830 アヲハタ 19,567 Oct-14
31 2229 カルビー 222,150 Mar-15 81 2812 焼津水化 19,386 Mar-15
32 2531 宝ＨＬＤ 219,490 Mar-15 82 2114 フジ日本 19,038 Mar-15
33 2292 ＳＦＯＯＤＳ 214,103 Feb-15 83 2608 ボーソー 18,982 Mar-15
34 2811 カゴメ 212,480 Dec-14 84 2216 カンロ 18,805 Dec-14
35 2918 わらべ日洋 201,680 Feb-15 85 2804 ブルドック 16,455 Mar-15
36 2613 Ｊオイル 193,884 Mar-15 86 2107 東洋糖 14,419 Mar-15
37 2201 森永 177,929 Mar-15 87 2924 イフジ産業 13,130 Mar-15
38 2060 フィードワン 167,028 Mar-15 88 2058 ヒガシマル 11,524 Mar-15
39 2290 米久 155,082 Feb-15 89 2884 ヨシムラＨＤ 11,377 Feb-15
40 2053 中部飼 154,984 Mar-15 90 2894 石井食 10,518 Mar-15
41 2590 ＤｙＤｏ 149,526 Jan-15 91 2597 ユニカフェ 10,186 Mar-15
42 2805 エスビー 121,866 Mar-15 92 2588 ウォーターＤ 10,051 Mar-15
43 2208 ブルボン 104,940 Mar-15 93 2818 ピエトロ 9,554 Mar-15
44 2211 不二家 104,105 Dec-14 94 2911 旭松食品 9,365 Mar-15
45 2109 三井糖 96,114 Mar-15 95 2008 増田粉 8,558 Mar-15
46 2220 亀田製菓 94,849 Mar-15 96 2931 ユーグレナ 5,924 Sep-15
47 4526 理ビタ 85,603 Mar-15 97 2006 東福粉 3,190 Sep-15
48 2533 オエノンＨＤ 84,186 Dec-14
49 2899 永谷園ＨＤ 78,362 Mar-15























































































































 第 3 章では，日清食品のツリー型戦略を分析していく。「食足世平」の思いをこめて「食」
を考えた安藤百福は，1958 年に独創的な工夫でインスタントラーメン（「チキンラーメン」）











んに行われ，2016 年 3 月期の売上高は 4,680 億 8,400 万円であった。 





拡大された。本章は，異業種より市場参入した東洋水産（2016 年 3 月期の売上高は 3,832
億 7,600 万円），同業種より市場参入したサンヨー食品（2015 年 3 月期の売上高は 1,713
億 7,300 万円），および中小企業の寿がきや食品（2016 年 3 月期の売上高は 159 億 5,400
万円）の事例を取り上げ，この三社とも他社（日清食品）の「種」を採っていたが，各社
の経営戦略の違いによりそれぞれの成長スピードが異なっている。 
 第 5 章では，「食」の主役ではない調味料「味の素」という一粒の商品の「種」より，売
上高 1 兆円以上のグローバル企業にまで発展してきた味の素 KK の事例を取り上げる。味
の素 KK は「味の素」という調味料（アミノ酸の一種）の「幹」を固めた後，油脂, 食品，







 第 6 章では，日本食研と日研フードの事例を取り上げる。日本食研は，うま味調味料，
エキス調味料も元来自社で発明したものからスタートしていたのではない。他社の調味料




2016 年 3 月期の売上高は 151 億 8,800 万円であった。調味料というニッチな市場での「幹」
や「枝葉」の異なった展開によって成長の速度も著しく異なっている。 
第 7 章では，ハウス食品の商品展開事例を取り上げる。ハウス食品の創業者である浦上
靖介は 1913 年に薬種原料問屋を立上げ，1926 年に稲田商店を吸収することを機にカレー
市場へ参入した。そして，自社の薬種原料を取扱うノウハウを用いて，30 年の年月をかけ，
ルウカレーの製造をし続けた。元々ハウス食品がカレーを発明したものではなく，同社は







ある。ハウス食品の 2016 年 3 月期の売上高は 2,418 億 9,300 万円であり，純利益は 226
億 3,200 万円であった。 
 第 8 章では，カレー業界第 2 位のエスビー食品，ハチ食品，ベル食品の事例を取り上げ




3 月期の売上高は 1,331 億 4,700 万円であった。ハチ食品は 1905 年に日本で初めてカレ
ー粉の製造に成功し，1907 年には既に台湾での直営栽培農場を持っていた。しかし，レト
ルトカレー市場への商品展開はハウス食品より 20 年以上も遅れていた。ハチ食品の 2016
年 3 月決算期の売上高は 99 億 7,700 万円であった。ベル食品は 1960 年代後半にカレー市



























第１章 企業成長における経営戦略の先行研究  
 





























Baptiste Pierre Antoine de Monet, Chevalier de Lamarck，1744-1829 年）は，進化にあ
たって，適応が必要であり，適応がなぜ生じるかについて科学的な説明を試みた。ダーウ
ィン（Charles Robert Darwin，1809-1882 年）の『種の起源』は，進化と適応の発生の原
因を説明し，膨大な観察と実験によってそれを証明した。進化の総合説の形成以後，いく
                                                   
10 沼上幹  (2009), p.83, p.180. 
11 Penrose, E. (1959) The Theory of The Growth of The Film, Oxford University Press が初版である
が，本論文では，Penrose, E. (1995) The Theory of The Growth of The Film, Third Edition. 
Oxford University Press. を参考文献に挙げている。  
12 Penrose, E. (1995), pp.1-2, 邦訳 pp.21-22. 




































にとって，企業者精神に富んだ経営陣は，継続的な成長のための 1 つの必要条件である。  
 
                                                   
14 野中郁次郎  (2002), p.141. 
15 野中郁次郎  (2002), p.53. 
16 Penrose, E. (1995), p.61, 邦訳 p.110. 
17 Penrose, E. (1995), pp.9-21, 邦訳 pp.4-18. 































が，戦略というものである」23と述べ, また青島・加藤（2012）は経営戦略について , 「企






                                                   
19 石井淳蔵・奥村昭博・加護野忠男・野中郁次郎  (1996), p.125, p.205. 
20 山倉健嗣  (2009), pp.410-413. 
21 Chandler, A.D. (1962.) pp.78-79, 邦訳 p.13. 
22 Barney, J. B. (2002), p.4, 邦訳 p.32. 
23 伊丹敬之  (2012), p.9. 







































                                                   
25 伊丹敬之  (2003), p.12. 
26 沼上幹  (2009), pp.180-181. 
27 青島矢一・加藤俊彦  (2012), pp.3-4. 














30と述べている。そして，戦略計画の前提条件として以下の 3 つをあげている31。 
 
1. 戦略は形式的なプランニングの , コントロールされた意思的なプロセスから生まれ , さらに独
立した明確なステップに分解される｡それぞれのステップはチェックリストによって詳細が明
らかになり , さまざまな分析技法によってサポートされている｡ 
2. 原則としてプロセス全体に対する責任は , 最高経営責任者（CEO）にある｡しかし , 実行段階で
の実際の責任は , プランナーにある｡ 
3. このプロセスを通じて戦略は完成し , 明確になる｡それはさらに , 目標 , 予算 ,プログラム , お


















                                                   
29 Steiner, G.A. (1969), pp.31-41. 
30 Mintzberg, H. (1998), p.49, 邦訳 p.48. 








































                                                   
32 Mintzberg, H. (1987), p.69, 邦訳 p.9. 
33 Mintzberg, H. (1989), pp.214-216; Mintzberg, H. (1998); pp.196-197, 邦訳 p.207. 









































                                                   

















しても , 留保現金が拡大化に必要な全額を上回っていれば , 企業は多角化を行うかもしれ
ない。③現在の目標が達成できるとしても , 多角化の機会の方が , 拡大化の機会よりもい
っそう大きな収益性を約束してくれる時は , 企業は多角化を行うかもしれない。④利用で







Ansoff（1965）の理論から見れば , 多角化は製品と需要との両面で , 企業にとって全く
新しいものを示すのである。彼は，自動車メーカーを例に製品・市場（需要）の両面から，






のことである。水平型多角化と垂直型多角化のベクトルは , いずれも企業の目標に対して , 
ある限られた潜在力を提供しているだけである。集中型多角化と集成型多角化とでは，吸
収する側の企業の現在の地位と吸収される企業とのシナジーの程度が異なる。③集中型多
角化は, 技術，対象顧客のどちらか，もしくは両面で関連性を有する多角化のことであり，  
                                                   
36 Penrose, E. (1995), Foreword to the third edition, p.13, 邦訳 p.8.  
37 加護野忠男  (1976), p.72. 
38 Ansoff, H.I. (1965), pp.129-130, 邦訳 pp.160-161. 





在力を持っているが , 集中型戦略を , 経済的期待と柔軟性の面で集成型戦略に対比させて
みると, 前者はシナジーがあるだけに収益性に富み , リスクも少ないのが普通である。  
また，Rumelt（1974）の企業の多角化の類型は事業収益の割合により次のように図式化
することが可能である（図 1-1 参照）40。この時仮に主力事業 A からスタートする。B，C
は A より派生した事業とする。①単一事業 A の収益が 95%以上の場合，A 事業のみにな
る。②主力事業 A の収益が 70-95%の場合，A 事業より B 事業へと多角化する。③関連事
業の多角化は , 支配的主力事業 A の収益が 70%以下の場合には，主力事業 A より B 事業，
C 事業へと多角化する。関連事業の中でさらに分けると，関連拘束型多角化（A, B, C 事業
は互いにけん制される），関連連鎖・拡散型多角化（A 事業より B 事業に展開し，そして B





図 1-1 多角化のレベル  
出所：Rumelt, R. (1974) Strategy, Structure and Economic performance,  Boston, MA: Harvard 
Business School Press, pp.9-46（鳥羽欽一郎・山田正喜子・川辺信雄・熊沢孝訳 (1977)『多角
化戦略と経済効果』東洋経済新報社), pp.29-33, 邦訳 pp.42-44.より作成  
 
日本企業における多角化の問題を，沼上（2009）は, 次のように指摘した。「創発戦略を
重視する日本企業にとって , 限界的事業が徐々に増えていく『だらしない多角化』は , 気を
つけなければならない持病のようなものである。典型的な日本企業では , ミドル・マネジ
ャーたちが互いにヨコの調整を行いながら , 創発的多角化を推進していく。この場合 , 好
況期には比較的限界的な事業でも進出し , 不況期でもなかなか撤退が進まない。言わば企
                                                   



















「シナジーの本質は , 一つの経営資源の展開が次の経営資源の手段となり , その経営資
源の展開がまた次の経営資源の展開につながるという目的－手段の連鎖関係の形成であり , 
一つひとつの経営資源を有機的に関係づけて , あたかも交響曲を指揮するごとく個々の楽
















                                                   
41 沼上幹  (2009), p.289. 
42 Ansoff, H.I. (1965), p.80, 邦訳 p.100. 
43 石井淳蔵・奥村昭博・加護野忠男・野中郁次郎  (1996), pp.121-122. 
44 沼上幹  (2009), p.270. 














ス（コア競争力）が必要である（図 1-2 参照）。 
     
 
図 1-2 競争優位のルーツ  
出所：Prahalad, C. K. and Hamel, G. (1990)“The Core Competence of the Corporation”, Harvard 








                                                   
46 Porter, M.E., (1990), p.39. 












Hamel ら（1994）によると , 企業にとって , コア・コンピタンスを築くには長期的な視
点で, 5 年, 10 年, 20 年後の市場と環境を予測し, 未来戦略のシナリオを描くこと, コア・
コンピタンスの発見と保持のみならず , 発展させること , 製品やサービスに生かせること
が重要である。企業には , 自ら市場を創造する戦略のシナリオを描き , 競争優位を獲得す
る道しるべを作っていくプロセスが必要である。これによって競合他社との時差を作り , 
先手を打つ余裕を持つことが望ましい。産業の未来や推進力を見据え, コア・コンピタン
スを築き, 自社商品と顧客の接点を探りながら戦略シナリオを作り上げる。そして , コア・
コンピタンスから新しい製品コンセプトを産み出し , 顧客との接点を一回切りで作るので
はなく , 接点を他方位に変えられることも必要になると考える。シェアを獲得するには , 
自社 , 自国だけでなく , 他社 , 他国を意識して競争の方向性を誘導できるシナリオが必要
である。これらは既に出来上がった産業での未来への戦略である。一方 , また産業として
確立されていない新しい産業に対して, どういう戦略設計図を描けられるのかが必要とな







（２）戦略設計図と未来への競争   
Hamel ら（1994）は, 企業にとって , コア・コンピタンスを築くには長期的な視点で ,  
5 年, 10 年, 20 年後の市場と環境を予測し , 未来戦略のシナリオを描くこと, コア・コンピ







                                                   








 未来戦略のシナリオを描くには , 過去・現在とのつながりを示さねばならないが , 単な






























                                                   
49 Hamel, G. and Prahalad, C. K. (1994), pp.107-109, 邦訳 pp.139-141. 
50 Hamel, G. and Prahalad, C. K. (1994), p.126, 邦訳 p.163. 
51 Hamel, G. and Prahalad, C. K. (1994), pp.22-23, 邦訳 p.34. 
52 Hamel, G. and Prahalad, C. K. (1994), pp.46-47, 邦訳 p.39. 
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に着目してきた。これは一般的には , 非常に狭い領域で活動を行っているのか , あるいは逆に , 多
種多様な活動を幅広く行っているのかという対比である。  
第二の次元は , 組織体の活動の時間の広がりである。これは , ドメインの定義自体のなかに時間
軸があるかどうかということであり , 発展性 , 変化性あるいは動態性の次元と言い換えてもよい。
活動内容の変化やその方向 , 変化の道筋についての洞察を含まないドメインの定義は静的な定義
である。それとは逆に , 変化についての洞察を含むドメインの定義は動的な定義である。実際のド
メインの定義は , 「静的対動的」の中間のどこかに位置づけられる。  
第三の次元は , 組織体の活動の意味の広がりである。これは , 特定の経営者・管理者に固有で特
殊的なものか , それとも反対に , 組織のメンバーや社会の共感を得ることができる一般的なものか , 
という対比で表される。普遍性の高い価値や倫理性の豊かなドメインは , 意味の広がりが大きなド











                                                   
53 榊原清則  (1992), pp.11-13. 
54 榊原清則  (1992), pp.42-45.  









定の製品やサービスに対して , 狭い範囲の市場をターゲットにすることは可能ではあるが , 






























                                                   
56 野中郁次郎  (2002), pp.144-145. 
57 榊原清則  (1992), p.129. 











の創業時, 成長期, 成熟期，衰退期において, 製品やサービスを用いて企業内外における相
互作用が違ってくる。その相互作用の違いによって , 自社内の経営トップとマネジャー , 
マネジャーとマネジャーの間 , 自社と他社 , 自社と消費者あるいは自社と社会間の意味創
造が異なる。しかし, その狭いや広い , 静的や動的, 一般的や普遍的は相対的なものである。 
 
（２）停泊点とスキーマ  
























                                                   







（１）時間展開・相互作用・ダイナミクス志向   
戦略の策定・実行には組織が密接に関係している。創業期は経営トップの 1 人あるいは
少人数で戦略を立てられるが，時間の経過と共に , 企業は一定の業績を積み上げ , 市場が
拡大した段階で , 組織の多くの人々の参加により戦略が遂行されていく。  
沼上（2009）は，「時間展開・相互作用・ダイナミクス志向」の戦略を行ううえで , 経営
戦略の思考がもっとも重要であると指摘している。彼は , 企業戦略の基本的な考え方とし
て，三つの思考法, ①カテゴリー適用法 , ②要因列挙法, ③メカニズム解明法いずれかの区


























                                                   
60 沼上幹  (2009), pp.149-177. 





かし, 商品・市場の拡大と共に, ミドル層の力が強くなり , 組織内のシンドロームや怠慢が
出てくる可能性も否めない。企業は競争優位を得るため, 業界内で一度きりの先手を打つ




（２）戦略シナリオの描画   
沼上（2009）は，従来の経営戦略論に関する五つの考え方，①Anosff（1965）に代表さ
れる戦略計画学派，②Mintzberg（1973）に代表される創発戦略学派，③Porter（1980）










X 軸と Y 軸を設定する。X 軸（前後）は自社独自の商品 , Y 軸（左右）は同業他社と類似の
商品あるいはまったく違う業界との類似商品とする。X 軸と Y 軸に，時間軸の Z 軸を加え
たのは，沼上の「安定的構造 VS 時間展開軸」（図 1-3）であるが，本論文はこれを参照し
て，図 1-4 のようなツリー型経営戦略の 3 次元図を提示する。それは，Z 軸を縦にするこ
とでツリー型の 3 次元図は，より明晰にシナリオを描けると考えているからである。  
       
                                                   




図 1-3 沼上の「安定的構造 VS 時間展開軸」  
出所：沼上幹  (2009)『経営戦略の思考法―時間展開・相互作用・ダイナミクス』  
日本経済新聞出版社 , p.168，図 8-7 を一部修正  
 
 
図 1-4 ツリー型戦略の 3 次元図  
出所：筆者作成  
 
図 1-4 に示しているように，X 軸と Y 軸より一つの平面図が形成される。この平面図の
みであれば一時的に競争優位になれたとしても , 創業期から成長期に至るまで時間の流れ
と共に展開する図式は見えづらい。ここで時間軸（Z 軸）が必要になってくる。しかし , 食
 34 
 
品企業においては , 時間軸（Z 軸）があっても , 消費者の食習慣や食文化に適合させなけれ
ばならない側面があり, 商品の開発や市場展開は平面図のまま上方へ断続的に移動するこ
とは容易ではない。X 軸と Y 軸は「＋」と「－」の方向に動くことが考えられる。すなわ
ち, 企業の収益はプラスになることもあればマイナスになることもありうる。しかし，Z 軸
は時間軸であるため , 時間は「逆」の方向に流れることは想定されない。X 軸と Y 軸の「＋」
















































































































                                                   
63 Holyok, J. K. and Thagard, P. (1995), p.31-35, 邦訳 pp.55-62.  
64 同上書 , pp.5-6; p.10; 邦訳 p.10; p.18. 
65 野中郁次郎  (1990), pp.58-60. 




































                                                   
67 同上書 pp.189-191. 





て，葉を支えるようになっている。」出所：Tudge, C. (2005), p.66, 邦訳 p.96. 








































                                                   
71 Tudge, C. (2005), pp.7-8, 邦訳 pp.27-28. 












































表 2-1 ツリー型視点の関連理論  
 
出所：Penrose, E. (1995) The Theory of The Growth of The Film, Third Edition, Oxford University  
Press (日高千景訳(2010)『企業成長の理論 第 3 版』ダイヤモンド社), pp.7-8 , 邦訳 pp. 29-30; 
Prahalad, C. K. and Hamel, G. (1990)“The Core Competence of the Corporation”, Harvard 
Business Review, Vol. 68, No.3, May‐June, pp.79‐91 (坂本義実訳(1990)「競争力分析と戦略
的組織構造による コア競争力の発見と開発」『Diamond ハーバード・ビジネス』第 15 巻第 5









































































花(flower) 言及していない 最終製品 花は葉の一部とみなす











「葉」は, 次のように関係している。  
「幹」は企業が持つ簡単に模倣されないあるいは模倣されにくい自社独自の基幹商品 , 
そして基幹商品を開発・生産する組織能力のことである。「ヒト・モノ・カネ・情報」だけ
































を維持しながら , 機会損失や多角化戦略のリスクを抑えることが可能となる。すなわち , 




は前後・左右・上方へと枝を伸ばしながらも基幹商品と繋がり , 垂直と水平の 2 次元の平
面図から立体的なツリーのような商品へと拡張する。この前後・左右・上方への 3 次元展







さや「枝葉」の多さによって表現できる（表 2-2 参照）。 
 
 









る（戦略の第一段階では , 企業の全体的な地位について検討し , 第二段階では個々の機会
を適用する）。 
シナジーについては , 簡単に相乗効果が 1+1＝3 になると考えて多角化戦略をとってし









戦略の探求手順 , 先手の連鎖 , 多角化やシナジーのプラス・マイナス効果は , ツリー型戦略
視点のシナリオ（前後・左右・上方への展開）から読み取ることが可能である。ツリー型
戦略は経営トップにとっても , ミドル層のマネジャーにとっても , 戦略の経路が明晰とな
るものである。ツリーのようにプラスのシナジーを連鎖的に作り上げることは, 戦略の時
間展開・相互作用に能動的に働きかけ , 組織の中で商品・市場を連動させながら , さらに
「小枝」や「葉」を増やしていくという表現になる。 
 ツリー型戦略のパターンはまず,「種」の由来によって「自生種（native species）」と「外

































また，「外来種」のパターン C とパターン D の中には枝葉の多寡によるさらなる精緻化




























組織能力をもって「幹」を太らせ, 時間と共に ,「枝」を伸ばし , さらに「小枝」や「葉」











A 自生種 太い 多い 多い 多い 〇 〇 〇 〇
B 自生種 細い 少ない 少ない 少ない 〇 × × ×
外来種C1 太い 多い 多い 多い 〇 〇 〇 〇
外来種C2 太い 少ない 多い 多い 〇 〇 〇 △
外来種D1 細い 少ない 多い 多い 〇 △ 〇 △




















   「幹」を育てる際に自社独自のノウハウや組織能力を取り入れる。「枝」は多く生や
さないが，「小枝」や「葉」を比較的に多く茂らせる。  
 




   「幹」を育てる際に自社独自のノウハウを取り入れることが可能であるため，「枝」
は多く生やさないが，「小枝」や「葉」を多く茂らせる。 
 D2：  「枝が少ない，小枝や葉も少ない」  
   「幹」を育てる際に自社独自のノウハウを持っていないため，「枝」，「小枝」や「葉」
を多く茂らせない。 
 
上記 A，B，C（C1，C2），D（D1，D2）四つのパターンにおいて , パターン A は自社の
発明（発見）品により先行優位が得られ，先手の連鎖により「幹」を固める。「幹」が強固














パターン A，C においては, 創業期から成長期まで「幹」が堅牢で育ち続ける。パター
ン B，D においては , 「まったく多角化戦略をとらない選択」と「経営が危うい中で冒険







らをふまえて，上述のツリー型戦略のパターンを第 3 章から第 8 章までの事例分析を通し
て検討していく。 
 




パターン A の事例は，日清食品を第 3 章で，味の素 KK を第 5 章で分析する。パターン
B の事例は，ハチ食品を第 8 章で分析する。パターン C における C1 の事例は，東洋水産
を第 4 章で，日本食研を第 6 章で，ハウス食品を第 7 章で分析する。C2 の事例は，サン
ヨー食品を第 4 章で，エスビー食品を第 8 章で分析する。パターン D における D1 の事例
は，日研フードを第 6 章で分析する。D2 の事例は，寿がきや食品を第 4 章で，ベル食品








パターン 企業名 創業期 基幹商品（代表ブランド） 備考
A 日清食品 チキンラーメン（世界初） チキンラーメン、カップヌードル 商品
A 味の素 味の素（世界初） 味の素 商品
B ハチ食品 カレー粉（日本初） ルウカレー 類別
C1 ハウス食品 薬種原料 バーモントカレー 商品
C1 東洋水産 魚介類加工 マルちゃん 商品
C1 日本食研 ミートミックスと器械の販売 晩餐館焼肉のたれ 商品
C2 エスビー食品 カレー粉 ゴールデンカレー 商品
C2 サンヨー食品 製麺 サッポロ一番 商品
D1 日研フード 野菜・魚介類エキス ソテーオニオンエキス 商品
D2 寿がきや食品 甘党 インスタントラーメン 類別
D2 ベル食品 缶詰、ルウカレー ルウカレー 類別
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第３章 日清食品のツリー型戦略  
 











は重要である（図 3-1，図 3-2 参照）。 
 
 
図 3-1 日清食品の売上高の推移（1959-2015 年度）  
出所：日清食品株式会社社史編纂プロジェクト(2008)『日清食品 50 年史 創造と革新の譜』  
日清食品株式会社 , 日清食品各年度の決算資料より作成  
 
                                                   
73 一般社団法人日本即席食品工業協会 http://www.instantramen.or.jp/data/d_01.html,  




図 3-2 日清食品連結売上高と経常利益の推移（2003-2016 年 3 月決算期）  
出所：日清食品各年度決算資料より作成 https://www.nissin.com/jp/ir/library/financialresults/ ,  




（１）日清食品の全体像   
日清食品の 2016 年 3 月期の連結決算の売上高は前期比 8.5％増の 4,680 億 8,400 万円
であり，営業利益は 8.6％増の 263 億 9,900 万円である。現在，同社は世界 19 か国で，51









前一丁」の売上高が伸張したため，日清食品（株）の 2016 年 3 月期の売上高は前期比 3.6％





                                                   




年 3 月決算期の明星食品（株）の売上高は，前期比 6.2%増の 416 億 900 万円となり，セ
グメント利益は前期比 3.6%減の 13 億 7,300 万円になっている。  
低温事業は日清食品チルドや日清食品冷凍が主体となり，主力ブランドの「行列のでき
る店のラーメン」，「日清もちっと生パスタ」などを中心に，チルドや冷凍保存のラーメン
群の売上げが大きく伸びた結果，売上高は前期比 5.6%増加の 598 億 1,000 万円である。
セグメント利益は 9 億 1,900 万円増の 7 億 1,500 万円であった。 
米州地域において，米国では高付加価値の商品を投入し，またメキシコでは前期の税制
改革の影響が低減されたことを受け，売上高は前期比 35.1%増の 482 億 8,200 万円となっ
た。セグメント利益は前期比 60.1%増の 10 億 6 万円であった。 
中国地域において，「カップヌードル」の中国版「合味道」ブランド認知度の広がりによ
り，内陸部にも浸透した結果，売上高は前期比 18.5%増の 408 億 8,300 万円となった。セ
グメント利益は前期比 26.4%増加の 41 億 4,300 万円になっている。  
2015 年に設定した目標数値では，今後 10 年間にさらに毎年「三工場，大型ライン十基」
を新設し，売上高 1 兆円，海外の売上高比率は 50％を目指している76。 
 
 
図 3-3 日清食品のグローバル・フォーメーション図  





                                                   
75 日清食品の HP「NISSIN HISTORY」より https://www.nissin.com/jp/about/history/#2010s, 2016 年
8 月 31 日閲覧。 
76 日清食品 2016 年 3 月期決算短信〔日本基準〕 (連結) pp.2-3 より





































                                                   
77 安藤百福発明記念館  (2013), pp.49-50. 
78 佃近雄  (1973), p.14. 




図 3-4 「カップヌードル」の進化  
出所：日清食品 HP→商品ブランド→「カップヌードル」より作成  
                  https://www.nissin.com/jp/products/brands/cupnoodle/ , 2016 年 9 月 5 日閲覧  
 
 
図 3-5 日清食品の商品例  
出所：日清食品株式会社社史編纂プロジェクト(2008)『日清食品 50 年史 創造と革新の譜』  







                                                   





























し続けている（図 3-4 参照）。 
 
２． ツリー型戦略の事例   
 




界に参入し，最盛期（1964 年）には 360 社もあった。1958 年のインスタントラーメンの
日本国内総生産量（西暦 1-12 月）は 1,300 万食であったのに対して，1966 年には 30 億
食，1995 年には 51 億 9,300 万食，2015 年には世界 3 位の 56 億 4,500 万食に達した81。
                                                   
81 一般社団法人日本即席食品工業協会 http://www.instantramen.or.jp/data/d_02.html,  
2016 年 10 月 3 日閲覧。 
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現在，世界でのインスタントラーメン年間生産量（2015 年の 1-12 月）上位 5 か国は，1
位中国（香港を含む）で 404 億 3,000 万食，2 位インドネシアで 132 億食，4 位ベトナム













「日清 Spa 王」（1995 年），具材に驚きを生んだ「日清具多 GooTa」（2002 年）などの新
価値商品を次々と誕生させた。「GooTa」ブランドだけでも 50 以上の「葉」の商品を販売
している。日清食品の「ツリー型戦略」の展開は，「枝葉」の商品アイテム数からもうかが




図 3-6 日清食品のツリー型戦略のイメージ図  
出所：筆者作成  
                                                   
82 一般社団法人日本即席食品工業協会 http://www.instantramen.or.jp/data/d_01.html, 2016 年 9 月
15 日閲覧。  




（２）トップ主導の商品・市場の形成   
日清食品のツリー型戦略は，1958 年の世界初のインスタントラーメン「チキンラーメ
ン」の誕生により始まった。この一粒の「チキンラーメン」の「種」から後に「幹（基幹









ら「枝」として登場した「日清焼そば U.F.O」（1976 年），「日清どん兵衛」（1976 年），「日





































組織能力の全体的な向上を考え，1990 年に新たな BM 制度を導入した。BM 制度の導入の

























                                                   
84 安藤宏基  (2009), p.58. 











図 3-7 「小枝」を生やす例  
出所 : 安藤宏基(2015)『勝つまでやめない！勝利の方程式』p.87 より作成  
 






突入した。新しい「枝」の「日清ラ王」（1992 年），「日清 Spa 王」（1995 年），具材に驚き







                                                   




場は 1ｍ未満の陳列棚が 1-2 本しかないため，インスタントラーメンのメーカー各社が開
発する年間およそ 600 前後の商品がこのスペースの獲得を競っている。  
 
 
図 3-8 「葉」を茂らせる例  
出所 : 日清食品株式会社社史編纂プロジェクト (2008)『日清食品 50 年史 創造と革新の譜』  
日清食品株式会社および筒井之隆氏へのインタビューより作成  
 

































展させ，商品の枝葉を茂らせたのである。2015 年現在で BM が 9 名，開発マネジャーと
合わせると約 50 名体制である。また，22 の部門長と各事業会社の社長達も，BM の新商
品開発をサポートしている87。現在 BM が開発した商品は社内の新製品委員会に上程し，




みもある（図 3-7 参照）。その結果，1989 年の日清食品の市場シェアは金額ベースで言え
ば凡そ 32％であったが，2016 年現在の市場シェアは約 50％になったのである。また，















                                                   






















































を金属枠に入れ，熱風乾燥機の中で 80℃前後の熱風により 30 分以上乾燥させる。この方
法によるめんを，熱風乾燥めん（ノンフライめん）という。この二つ以外の方法として，
蒸煮しためんを有機酸で処理した後に殺菌する「生タイプインスタントラーメン」がある。
2015 年全世界で１年間に生産されたインスタントラーメンの数量は 977 億 1,000 万食で
あり，生産量上位 20 カ国は表 4-1 の通りである。 
 
表 4-1 世界のインスタントラーメン生産量上位 20 カ国（単位：百万食）  
 
出所：一般社団法人 日本即席食品工業協会（毎年 1-12 月）より作成  
       http://www.instantramen.or.jp/files/world_ramen2015.pdf , 2016 年 9 月 8 日閲覧  
                                                   
88 出所：農林水産省(2009)『日本農林規格の見直しについて「インスタントラーメン類」及び「生タ
イプインスタントラーメン」』農林水産省 www.maff.go.jp/j/jas/kaigi/pdf/081202_sokai_e.pdf, 
2009-02-17，2015 年 5 月 13 日閲覧。  
国名/地域 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年
1 中国・香港 42,470 44,030 46,220 44,400 40,430
2 インドネシア 14,530 14,750 14,900 13,430 13,200
3 日本 5,510 5,410 5,520 5,500 5,540
4 ベトナム 4,900 5,060 5,200 5,000 4,800
5 アメリカ 4,270 4,340 4,350 4,280 4,210
6 韓国 3,590 3,520 3,630 3,590 3,650
7 フィリピン 2,840 3,020 3,150 3,320 3,480
8 インド 3,530 4,360 4,980 5,340 3,260
9 タイ 2,880 2,960 3,020 3,070 3,070
10 ブラジル 2,130 2,310 2,370 2,370 2,280
11 ロシア 2,060 2,090 2,120 1,940 1,840
12 ナイジェリア 1,260 1,340 1,430 1,520 1,540
13 マレーシア 1,320 1,300 1,350 1,340 1,360
14 ネパール 820 890 1,020 1,110 1,190
15 メキシコ 850 890 920 890 830
16 台湾 760 780 750 710 680
17 ウクライナ 540 560 580 580 600
18 サウジアラビア 620 640 660 490 510
19 ミャンマー 240 300 340 410 460




図 4-1 日本国内インスタントラーメン年度別生産量の推移（1958-2015 年度）  
出所：一般社団法人 日本即席食品工業協会(2016)「即席めんの生産数量と JAS 格付数量の推移」  
      『インスタントラーメン・データ』より作成 , http://www.instantramen.or.jp/data/d_02.html,  
2016 年 9 月 8 日閲覧 
 
表 4-2 インスタントラーメン製造企業の比較  
 
出所：各社の決算資料および帝国データバンクの TDB 資料より作成  
 
2015 年度の日本のインスタントラーメン年間生産量は 56 億 4,492 万食である。そのう
ち，袋めんは 16 億 9,136 万食，カップめんは 37 億 9,985 万食，生タイプめんは 1 億 5,369
万食である（図 4-1 参照）。日本人は一人当たりで年間平均 44.3 食のインスタントラーメ
ンを食べる計算となる。また，インスタントラーメン製造に使用する小麦粉は年間 41.3 万
トンであり，めん類全体のおよそ 30％にあたる。日本全国で発売されているインスタント
ラーメンの銘柄は 1,443 銘柄であり，その内訳は 254 種が袋めん，1,189 種がカップめん
である。インスタントラーメン全体に対するカップめんの割合は 67.8％に上る89。 
                                                   
89 一般社団法人 日本即席食品工業協会（2015）『インスタントラーメン・データ』




























































































比較項目 日清食品 東洋水産 サンヨー食品 寿がきや食品
2016年3月決算期 2016年3月決算期 2015年3月決算期 2016年3月決算期
1 創業（年） 1948 1953 1953 1945
2 創業時の業態 魚介類の加工・販売 水産貿易 製麺 調味料製造
3 創業時の場所 大阪府 東京都 群馬県 愛知県
4 創業時の商品 鮪の輸出 乾めんの製造 「中華スープの素」
5 設立（年） 1948 1953 1953 1963
6 即席めんの 1958 1961 1961 1966
製造開始（年） 「チキンラーメン」　 「印ラーメン（味付）」 「 ピヨピヨラーメン」 「味噌煮込み」
7 資本金 251億2,200万円 189億6,900万円 5億円 9,300万円
8 従業員数 連結11,200名 連結4,696名 連結6,196名 267名
9 主力商品ブランド 「チキンラーメン」　 「マルちゃん」 「サッポロ一番」 「味噌煮込み」
「カップヌードル」
10 海外展開経験 あり あり あり あり
11 売上高 4,680億8,400万円 3,832億7,600万円 1,713億7,300万円 159億5,400万円
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経済センサス「第１表 品目別出荷及び算出事業所数（平成 23 年度）」によると，イン








 東洋水産の 2016 年 3 月期の売上高は 3,832 億 7,600 万円（前年比 0.6%増加），純利益
は 183 億 6,300 万円である（前年比 8.6%増加）。そのうち国内のインスタントラーメンの
売上高は 1,238 億 7,300 万円であり，海外のインスタントラーメンの売上高は 773 億 4,600
万円に上る90。2016 年 3 月期の各セグメントの売上高に占める割合は，①国内即席めんは
32.3%，②海外即席めんは 20.2%，③低温食品は 17.7%，④加工食品は 5.2%，⑤水産事業
は 8.6%，⑥冷蔵事業は 4.2%，⑦その他事業は 11.7%である（表 4-3 参照）。東洋水産は，
2016 年現在インスタントラーメン市場では 2 位に位置し，国内の市場シェアは 20％前後
で推移している。   
 
表 4-3 東洋水産のセグメント別売上高（3 月決算期）（単位：百万円）  
 
出所：東洋水産の決算短信〔日本基準〕(連結), pp.44-45 より作成  
               http://www.maruchan.co.jp/ir/library/new/2016.html#summary-accounts,  






                                                   
90 東洋水産の決算短信〔日本基準〕(連結) 



















①  冷凍魚介類の仕入・加工・販売  
②  即席麺類の製造・販売  
③  生麺類の製造・販売  
④  魚肉ハム・ソーセージの製造・販売  
⑤  風味調味料・スープの製造・販売  
⑥  かつお削り節の製造・販売  
⑦  レトルト食品の製造・販売  
⑧  冷凍冷蔵保管業  
⑨  倉庫・運輸・通関業  












1972 年に日本国内市場で 36 億食とピークをむかえた袋入りインスタントラーメンの消








販売目標は 1 億食であった。しかし，「マルちゃん正麺」は発売わずか 5 カ月で大ヒット
商品となり，年間の販売目標を倍の 2 億食に変更した。2015 年 10 月には，すでに 10 億
                                                   




















約 9 万 9,400 平方メートルの敷地で業界屈指の規模を有している。2015 年 3 月期の連結
売上高は 1,713 億 7,300 万円であった93。 
サンヨー食品は 1963 年に第 1 号ブランドの「ピヨピヨラーメン」を発売した。発売当
初には市場後発参入であったため，他社の商品価格より 10 円安く販売したのである（他













                                                   
92 東洋水産グループ  コミュニケーションレポート 2016「マルちゃん正麺カップの誕生」
http://www.maruchan.co.jp/csr/reports/pdf/2016/p03-04.pdf, 2016 年 9 月 23 日閲覧。  
93 サンヨー食品の会社案内(会社データ)より http://www.sanyofoods.co.jp/recruit/faq.html, 2016 年 11
月 28 日閲覧。  
94 サンヨー食品の会社案内(サンヨー食品のハテナ)より http://www.sanyofoods.co.jp/recruit/faq.html, 






表 4-4 サンヨー食品の歴史  
 
出所：サンヨー食品の会社沿革「サンヨー食品の軌跡」より作成  






している。サンヨー食品は日本国内では，1981 年に関西のエースコック（2015 年 12 月期
の連結売上高 934 億円）と資本提携し，2009 年には九州のマルタイ（2016 年 3 月期の売
上高 78 億 1,400 万円）と資本・業務提携をした。海外においては，1999 年には中国最大
の即席麺企業・康師傅に資本参加し，2011 年にはロシアのインスタントラーメン業界 3 位
の KING LION GROUP と資本業務提携をした（表 4-4 参照）。 
































































めん」などが存在する。2016 年夏の新商品には「カップ赤からラーメン赤 5 番」，「こだわ
り名店 麺屋はなび監修濃厚担々麺 2 食」など「葉」の商品にはご当地の味という特徴が
あるが，50 年の年月を経た今も経営基盤が固められておらず，「幹」の部分が堅牢ではな




                                                   
95 帝国データバンクのＴDB 会社情報（企業コード 400063075）http://www.tdb.co.jp/, 2016 年 9 月 4 
日閲覧。  
96 寿がきや食品「味噌煮込み」発売 50 周年記念企画 http://www.sugakiya.co.jp/misonikomi50/,  




























































味の素 KK は，日本食品業界の中で上位 3 位以内に位置し，2016 年 3 月末現在の売上高







（１）味の素 KK の全体像  
味の素 KK は「食」・「健康」・「いのち」のために働くことを目指している（図 5-1 参照）。
その原点はうま味調味料「味の素」という商品にある。1909 年に「味の素」と言う一つの
商品のみだったが，現在では多種多様な商品が展開されている（図 5-2 参照）。同社の推定
によれば，「味の素」の世界の総需要は年間約 305 万トン（2014 年度）であり，同社のシ




                                                   
97 味の素 KK の IR 情報  (2012)→ファクトシート→食品事業 p.5. 
http://www.ajinomoto.com/jp/?scid=av_ot_pc_cojphead_company, 2016 年 1 月 27 日閲覧。  
98 味の素 KK の創業者二代鈴木三郎助は 1867 年生まれ，本名鈴木泰助。1884 年に二代三郎助を襲名
し，家業の「滝屋」の経営を継ぐことになった。出所：味の素グループ (2009)『味の素グループの
百年―新価値創造と開拓者精神：1909→2009』味の素株式会社 , pp.20－21. 
99 味の素 KK2015 年度 IR 情報→決算短信 p.1. 
http://www.ajinomoto.com/jp/ir/pdf/FY15_Tanshin_J.pdf, 2016 年 6 月 25 日閲覧。  
100 味の素 KK の IR 情報  (2016)→ファクトシート→食品事業 p.6.  





図 5-1 味の素 KK の経営方針 
出所：味の素 KK 企業情報「IR 経営情報(経営方針)」より作成 
http://www.ajinomoto.com/jp/ir/about/managementplan.html  
2016 年 3 月 28 日閲覧 
 
 
図 5-2 味の素 KK の商品例 
出所：味の素 KK の HP 商品情報より作成
http://www.ajinomoto.com/jp/ir/about/managementplan.html ,  





図 5-3 味の素 KK 業績の推移（2006-2016 年 3 月決算期） 
出所：味の素 KK 各年度の有価証券報告書より作成 
 
 
図 5-4 味の素 KK のセグメント情報（2015 年度） 
出所：味の素 KK2016 年 3 月期決算資料(参考データ)より作成 
 
味の素 KK の 2016 年 3 月期の連結売上高は 1 兆 1,859 億 8,000 万円であり，そのセグ
メントは，日本食品，海外食品，ライフサポート，ヘルスケアの四つに大きく分かれてい
る。食品では，日本食品は 3,944 億円（対前期比 136.4％），海外食品は 4,639 億円（対前
期比 120.8%）である。地域ごとの売上高を見ると，日本国内は 5,560 億 9,900 万円，アジ
アは 2,822 億 6,800 万円，米州は 2,404 億 3,600 万円，欧州は 1,077 億 7,600 万円であり，
 71 
 
世界中に 119 の工場を持っている。また，2016 年 6 月現在の従業員数は世界で 33,295 人
であり，そのうち研究開発要員は 1,700 人以上である101。 
 
表 5-1 2015 年度各セグメントに属する製品の種類 
 
出所：味の素 KK の 2016 年 3 月期決算短信〔日本基準〕，pp.27-28 より作成  
 
味の素 KK は, アミノ酸をコアに「日本食品」「海外食品」「ライフサポート」「ヘルスケ





                                                   
101 味の素 KK 企業情報サイト  
























餃子類（POT STICKERS），米飯（CHICKEN FRIED RICE，


























世界で年間約 30,000 トンと推定され，市場シェア１位（約 40％）となっている。  
2016 年 3 月期の「日本食品」，「海外食品」，「ライフサポート」，「ヘルスケア」のセグメ
ント別売上高を見れば，日本食品（3,944 億円）の内訳は，調味料・加工食品が 2,019 億
円，冷凍食品が 929 億円，コーヒー類が 995 億円である。海外食品（4,639 億円）の内訳
は，調味料・加工食品が 2,803 億円，冷凍食品が 1,055 億円，加工用うま味調味料・甘味
料が 780 億円である。また，ライフサポート（1,424 億円）の内訳は，動物栄養が 948 億
円，化成品が 432 億円である。ヘルスケア（1,308 億円）の内訳は，アミノ酸が 736 億円，
医薬が 385 億円である。その他の 544 億円は油脂，物流である102。食品事業（日本食品と
海外食品）の占める割合は 70%以上になっている。2015 年度の研究開発費は 325 億 9,400
円，そして特許の保有件数は 4,301 件である103。 
「味の素」を起点に幅広い領域で商品を製造・販売している味の素 KK は, 売上げの半
分以上を海外で稼ぎ , 2016 年の時価総額は日本食品業界一位の 149 億ドルと推定され , 世
界では 16 位に位置している104。 
「味の素」の製造工程において，澱粉，食用油，分離液，各種アミノ酸などの副産物を














品カテゴリーの例を挙げれば，1935 年に油脂，1962 年にシリアル，1963 年にクノールス




                                                   
102 味の素 KK2016 年 3 月期決算概要 参考データ「売上高・営業利益 事業区分別構成」。  
103 味の素 KK の IR 情報  (2016)→ファクトシート→知的財産 p.5. 
http://www.ajinomoto.com/jp/ir/pdf/fact/R&D_IP-Oct2016.pdf, 2016 年 11 月 19 日閲覧。  
104 蛯谷敏・河野紀子・大竹剛  (2016), p.29. 















共有を申し入れ，1908 年 12 月に逗子工場で「味の素」の製造を開始した。「味の素」の製
造は，世界で初めて塩酸でタンパク質を分解するという工程であった。しかし，塩酸によ
る容器や施設の腐食や塩酸ガスの発生などがあり，幾多の困難に直面した。本格生産から












分野が多いことが味の素 KK の特徴である107。 
「味の素」という「幹（基幹商品）」を固めるために，二代鈴木三郎助は二つの長期戦略
を講じた。その一つは大量生産実現のための工場設備増強と生産コスト改善であった。生
産拡大と副製品の澱粉の精製及び乾燥をするため，1919 年に川崎工場の建屋を 4,000 坪
規模から 1924 年には総面積 7,092 坪まで拡大した。こうして生産能力は 1919 年の 300





                                                   
106 味の素グループ  (2009), pp.37-39, pp.86-91, p.178. 



















ようになった。なぜ脱脂大豆を使うのかというと，原料の単価が小麦粉の 4 分の 1 程度だ
ったからである109。 











5-7, 表 5-3 参照）112。 
 
 
                                                   
108 味の素グループ  (2009), p.89. 






会社 , p.141. 
111 味の素グループ  (2009), p.171, p.218. 
112 味の素グループ  (2009), p.38, p.140, p.281. 
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表 5-2 味の素 KK の商品ツリーの時間展開 
2010-2015 年  ダイナミクスのツリー 
1997-2009 年  「葉」を茂らせる 
1981-1996 年  「枝・小枝・葉」の拡張と剪定  
1969-1980 年  「小枝・葉」を増やす 
1956-1968 年  「枝」を伸ばす 
1946-1955 年  「幹」を固める 
1938-1945 年  「幹」を維持する 
1920-1937 年  「幹」を育てる，枝を芽生える 
1909-1919 年  「幹」＝「味の素」の模索（創業） 




図 5-5 1910-1955 年度「味の素」生産高の推移 
出所：味の素グループ(2009)『味の素グループの百年―新価値創造と開拓者精神：1909→2009』 

















表 5-3 第二次世界大戦後生産の回復(1944-1955 年) 
 
出所：味の素グループ(2009)『味の素グループの百年―新価値創造と開拓者精神：1909→2009』 




図 5-6 初期「味の素」の製造工程（直接中和法） 
出所：味の素グループ(2009)『味の素グループの百年―新価値創造と開拓者精神：1909→2009』 
味の素株式会社, p.38 より作成  
 
年度 「味の素」 「味液」 澱粉 「エスサン肥料」 大豆油
トン kl トン トン トン
1946 14 1,424 71 235
1947 30 474 1,477 826
1948 174 7,749 3,056 1,865
1949 471 13,919 3,728 7,886
1950 1,020 23,075 7,861 5,573
1951 1,980 37,588 14,257 4,998
1952 3,423 60,511 19,431 8,976 7,278
1953 5,106 103,446 25,031 13,244 8,721
1954 6,261 120,767 30,977 15,690 11,647




図 5-7 グルタミン酸ソーダ製造工程対比図 
出所：味の素グループ(2009)『味の素グループの百年―新価値創造と開拓者精神：1909→2009』 






















を固めたのち，1960 年 10 月に食塩の結晶粉末をグルタミン酸ナトリウム（MSG）で均一
にコーティングした「アジシオ」を発売した。この製品はサラサラした状態で食塩の流動
性が保たれ, 食卓塩として現在も販売されている。また，1962 年 11 月に，12%のイノシ
ン酸ナトリウムを MSG にコーティングした「ハイ・ミ―」を発売した。2016 年現在, う
ま味調味料の主要ブランドは「味の素」「ハイ・ミー」「アジシオ」「AJI-NO-MOTO PLUS」
などがある。味の素 KK の推定（2015 年度）によると，グルタミン酸ナトリウム（MSG）
の世界総需要は約 310 万トンで，味の素 KK は約 20%のシェアを占めている（世界 1 位）。






年には，日本国内で一人当たり年間の「味の素」の消費量は 782g であったが，1980 年に
は 592g まで落ち込んでいた。一方，調理に利便性のある味の素 KK の風味調味料の「ほ
んだし」や「Cook Do」は急成長を記録した。「ほんだし」が鰹だし市場（1969 年の市場
規模は 2,500-3,000 トン）に定着するだけでなく，発売 10 年後には市場で急成長を遂げ，
市場規模は 30,000 トンまで拡大した。また，「ほんだし」の売上高は，1970 年の 6 億円か









                                                   
113 味の素 KK の IR 情報  (2016)→ファクトシート→食品事業 , p.6, 
http://www.ajinomoto.com/jp/ir/pdf/fact/Food-Oct2016.pdf, 2016 年 11 月 19 日閲覧。  







393 億円であり，味の素 KK のシェアは 57％（1 位）である116。海外において, 味の素 KK
は各国の食文化や現地の味に合わせた製品を展開している。1969 年に売上高の 41％を占
めていた調味料の比率は 1980 年には 26%に下がったが, 代わって調味食品が 35％と最も
高い比率を占めるようになったのである。食品が調味料と並ぶ売上の柱に成長したのも調
味料が間接的に貢献したと言える117。 
味の素 KK は 1980 年以後，調味料関連の「葉」の商品を次々と家庭用市場に送り出し
た。例えば, 1981 年に液体状の「ほんだし・鰹まる」，1982 年に「Cook Do」の肉用新品
























                                                   
115 味の素グループ  (2009), pp.389-391. 
116 味の素 KK の 2016 年 3 月期決算概要 参考データ「国内食品（調味料・加工食品）」。  
117 味の素グループ  (2009), p.387. 
118 味の素グループ  (2009), pp.387-391, pp.463-464. 











料」の生産高は 603 トンとなり，2 年後の 1938 年には既に 1 万 8,683 トンに増加したの




飼料用アミノ酸の代表的な製品は，1965 年 9 月に発売された飼料用「リジン」である。
動物の体内には元々必要とされる数種類のアミノ酸が体内で合成できないため，飼料で補
わなければならない。リジンなどのアミノ酸飼料を与えることにより，天然タンパク質の
節約や耕地の有効利用にも効果があり，さらに環境への窒素等の排出低減にもつながる。   
この商品はその後，日本国内のみならず海外にも供給していったのである。 
味の素 KK は国際バルクの主力商品である飼料用「リジン」の販路について，ヨーロッ




入れていた。リジンの市場規模は 2015 年度で約 220 万トンであるが，「リジン」は大量生










                                                   
120 味の素グループ  (2009), pp.464-466. 
121 味の素グループ  (2009), pp.143-144. 
122 味の素グループ  (2009), p.281, pp.296-297,pp.500-502, pp.571-575. 
123 味の素グループ  (2009), pp.436-437, pp.500-508. 味の素 KK の IR 情報(2016)→ファクトシート→
ライフサポート事業 , p.5. 味の素 KK の 2015 年度 IR 情報→決算短信 p.5. 















医薬品について，1981 年 9 月に味の素 KK は，日本国内の 100 以上の施設で臨床試験
を行い，日本初の成分栄養剤「エレンタール」の開発に成功し，販売し始めている。その
後，1981 年に小児用経腸栄養剤「エレンタール－P」，1984 年にウィルス性脳炎用医薬原
末「Ara-A」，1986 年に制癌剤「レンチナン」，1987 年 2 月に抗生物質製剤「アジセフ」，


















                                                   
124 味の素グループ  (2009), p.297. 
125 味の素グループ  (2009), pp.297-298. 
126 味の素グループ  (2009), pp.297-298. 
127 味の素グループ  (2009), pp.472-474. 
128 味の素グループ (2009),pp.472-474, 味の素 KK の IR 情報(2015)→ファクトシート→ヘルスケア→





である。味の素 KK の推定によると，2015 年度の日本の家庭用調理冷凍食品の市場規模は
約 6,682 億円（消費者購入ベース）である。そのうち，味の素 KK の市場シェアは第 2 位，







クトを与えた。発売後 1 年で首都圏の調理済み冷凍食品の市場シェア 20％を獲得した。

























                                                   
129 味の素 KK の IR 情報 (2016)→ファクトシート→食品事業,p.13. 
http://www.ajinomoto.com/jp/ir/pdf/fact/Food-Oct2016.pdf, 2016 年 11 月 19 日閲覧。 
130 味の素グループ  (2009), pp.467-469. 




 1963 年 3 月に始まったコーンプロダクツ(CPC International Inc. 以下，CP)132との提
携は，味の素 KK のスープ事業を飛躍的に発展させた。CP にとっては，味の素 KK の販
売力は魅力的であった。1963 年に両社は「クノールスープ」に関する契約を締結し，1969
年 3 月時点では，「クノールスープ」商品は 15 品種があり，売上高は 36 億円であった。
その後，カップスープや缶スープのフルラインを強化し，新製品も投入することで 1971 年
には 20 品種にまで増加した133。 
 また，1962 年に発売した「味の素 KK コンソメ」や即席みそ汁などを加え，日本の家庭










とサラダソース，「味の素 KK おかゆ」，チルド「クノールスープ」，1989 年に「クノール
カップスープ」チャンク，中華スープ，1990 年に「炊き立て一番」ごはん，「味の素 KK
中華粥」，1991 年にどんぶりの具「プライムディッシュ」，1996 年に「味の素 KK マヨネ
ーズ・ピュアセレクト」，「Pasta Do」などがあった135。2014 年以後には，塩分控えめの
「クノールカップスープ（コーンクリーム塩分 40%カット）も発売された136。日本の家庭
用スープの市場規模は推定 892 億円（2015 年度，消費者購入ベース）であり，そのうち，







                                                   
132 「CP は，1906 年に設立された，食用・工業用澱粉，コーンシロップ，コーンオイル等を製造する
アメリカの企業であり，事業提携時の 1963 年には，世界的なスープメーカーであるドイツ・クノ




133 味の素グループ  (2009), pp.304-310, pp.400-402. 
134 味の素グループ  (2009), pp.400-402. 
135 味の素グループ (2009),pp.307-310, pp.400-402, p.467.  
136 味の素グループ  (2009), p.466. 






スタントラーメンを製造，販売していたサムスマックを吸収合併し，2004 年 11 月に
「SAMSMAK」ブランドの袋入りラーメン 5 品種を，翌 2005 年にはカップ入りラーメン
4 品種を発売した。この他, 2014 年にナイジェリアとインド向けに東洋水産と合弁事業契
約を結んだ139。 
 しかし，これらのインスタントラーメンの「小枝」は，売上が順調に伸びているわけで
はない。2015 年には，味の素 KK は，日清食品とのブラジルのインスタントラーメンの折
半出資会社の合弁を解消すると発表した。2015 年 10 月 30 日付で味の素 KK が保有する
全株式 50％分を日清食品に 325 億円で売却すると発表した。このような「小枝」の剪定
は，他の成長領域へ経営資源の集中を進めるためであり，インスタントラーメンの強化を
急ぐ日清食品への株式売却が妥当だと判断したからである。この株式売却により，味の素
KK の 2016 年 3 月決算期に約 248 億円の特別利益が計上されている140。 
 
③甘味料の「枝葉」の展開と剪定  





得た味の素 KK は自社で 1968 年にアスパルテームの合成を完了し，その年にサールに対
して共同事業化を申し入れた。1970 年に味の素 KK はサールとライセンス契約を締結し









1982 年には，味の素 KK は自社のアミノ酸技術と融合し，より甘味度の高い「アスパル
テーム」（砂糖の約 200 倍の甘味度）を開発した。1983 年には業務用のアスパルテームの
                                                   
138 味の素グループ  (2009), p.438, p.566. 味の素 KK の IR 情報(2016)→ファクトシート→食品事業 , 
p.3.より作成 http://www.ajinomoto.com/jp/ir/pdf/fact/Food-Oct2016.pdf, 2016 年 11 月 11 日閲
覧。  
139 味の素グループ (2009), pp.563-568. 
140 味の素グループ (2009),p.566, 味の素 KK2015 年度 IR 情報→決算短信,p.3. 
http://www.ajinomoto.com/jp/ir/pdf/FY15_Tanshin_J.pdf, 2016 年 6 月 25 日閲覧。 




品「ダイエットコーク」が大ヒットしたことがあり，そして，翌 1984 年 2 月には，一般
向け卓上甘味料として，「アスパルテーム」を「Pal Sweet 1/60」のブランドで発売した。
また, その年には低カロリー甘味料「パルスイート」を開発した。これらの甘味料は小売
と加工メーカー向けの市場で販売されており，2016 年現在世界で約 80 カ国に展開してい
る。北米では，1999 年にニュートラスイートとの契約の終了に伴い，直接加工・販売する
こととなった。また，ヨーロッパではダイエットニーズに合わせ，2000 年以後買収・合併
等により市場を拡大した。2003 年には，コカ・コーラが味の素 KK の甘味料を使用するこ
とを機に，シェアをさらに高めた。また，マレーシア，フィリピン，ブラジル，タイ，中





味の素 KK はわずか 1 ユーロで仏の甘味料子会社を売却することを決めた。人工甘味料
「アスパルテーム」を生産・販売する全額出資子会社の「欧州味の素甘味料」の全保有株
式を，オランダの甘味料販売業者に売却した（2015 年 10 月 1 日付）。売却額はわずか１





言えば，1997 年以後，タイ , フィリピン，インドネシア，マレーシア，ブラジル，ペルー，
いずれの国においても風味調味料の売上高が急増した。一例を挙げると，ブラジルでは，
1999 年に「RECEITA DE CASA」（風味調味料）と「MID SUGAR」（甘味料），2000






タイ味の素は 1998 年に新しい「味の素」の製造工場を完成させ，さらに 2003 年には，
初の海外核酸系調味料工場を稼働させた。その後，2005 年に味の素 KK 全体の中で最大級
の食品工場を建設し，2008 年に日本向けのレトルト加工食品製造ラインにより「Cook Do」
具いり製品の製造を開始した。また, インスタントラーメン商品では，タイで主力のポー
                                                   
142 味の素 KK の IR 情報(2016)→ファクトシート→食品事業,p.17. 
http://www.ajinomoto.com/jp/ir/pdf/fact/Food-Oct2016.pdf, 2016 年 11 月 19 日閲覧。  
143 味の素 KK の 2015 年度 IR 情報→決算短信 p.3. 
http://www.ajinomoto.com/jp/ir/pdf/FY15_Tanshin_J.pdf,  2016 年 6 月 25 日閲覧。 











 味の素 KK は，調味料及び食品の「枝」を伸ばしながら，飲料の「枝」を生やしていた。
1970 年以後，インスタントコーヒー事業の将来性を見込み，この領域へ進出していった。
インスタントコーヒーの日本市場は，既に先発のネッスル（ネスレ）日本に過半数を占め




素 KK はゼネラルフーヅ日本の相談を受け，発行済み株式の半分 386 万 2,697 株を取得
し，味の素ゼネラルフーヅ（AGF）を設立した。ゼネラルフーヅは生産技術を提供し，味





味の素 KK は，調味料・食用油のギフトセット販売ノウハウを AGF に提供し，「AGF コー




ば，1973 年の提携前の 70 億円程度から 1974 年度の一年で 150 億円を超え，1980 年度に





ネラルフーヅの推定によれば，現在日本国内のコーヒー市場は約 2 兆 8,107 億円の規模が
あり，味の素 KK のコーヒー類の 2015 年度の売上高は 1,017 億円である148。 
                                                   
145 味の素グループ  (2009)『味の素グループの百年―新価値創造と開拓者精神：1909→2009』味の素
株式会社，第 6 章，第 8 章参照。味の素 KK の IR 情報(2015)→ファクトシート→食品事業，
http://www.ajinomoto.com/jp/?scid=av_ot_pc_cojphead_company, 2016 年 4 月 7 日閲覧。  
146 味の素グループ  (2009), pp.304-310, pp.393-395. 
147 味の素グループ (2009), pp.393-395.  









「ザ はっさく」「ザ  かぼす」，「紅茶物語」，「紅茶伝説」「うめ茶」「こぶ茶」，1985 年には
「クリアコーラ」「梅ソーダ」「MIXIN」と次々に商品を発売した。川崎工場の飲料製造設
備は「アルギン Z」専用なのであるが，他の委託製造工場で作られた製品と比較すると，
逆に「アルギン Z」の売上げが伸び悩んでいた。1985 年 9 月には川崎工場での「アルギン
Z」の生産を停止し，委託生産に切り替えた。しかし，味の素 KK は自社生産の限界を乗り






て，売上げは大幅に拡大した。2007 年に味の素 KK は，カルピスを完全子会社化した上
で，カルピスと経営統合した150。両社の期待するシナジーは，研究開発の促進，共通経費
の削減，「カルピス」ブランドの活用，健康事業，海外事業での協業が挙げられる。しかし，
味の素 KK は，利益の柱である日本食品と海外食品に資金を集中しようとの思惑から , こ
の有力な飲料の「小枝」の一つであるカルピスの発行済み全株式（100％子会社のカルピ
ス）を, 2012 年 10 月 1 日にアサヒグループホールディングス（以下 , アサヒ GH）に約
1,200 億円で譲渡した151。カルピスの 2012 年３月期の売上高は 1,074 億円であり，営業
利益は 56 億であった。これによりアサヒ GH は飲料事業の売上高が 4,000 億円になり，










                                                   
149 味の素グループ (2009), pp.509-511. 
150 味の素グループ (2009), pp.509-511，pp.593－597. 
151 日本経済新聞 2012 年 5 月 8 日「アサヒ，カルピス買収を発表 味の素から 1200 億円」，
http://www.nikkei.com/article/DGXNASFL080H7_Y2A500C1000000/ , 2016 年 4 月 1 日閲覧。 
152 日本経済新聞 2010 年 12 月 21 日「アサヒ，カゴメから『六条麦茶』販売権を買収  」













のものが多く , 味の素 KK だけでは不可能であったところに , 戦略的提携によりパートナ
ーと合弁で行うことが有効となった。自社の「幹」を競争優位要因にしながらも，「味の素」
という商品の汎用性を利用しつつ，各国での商品展開を実現していった。2016 年春には，








なる。各事業部門が売上げ・利益の分析を行い , 商品のアイテム数を 1990 年の 3,928 個か
ら 1991 年には 2,890 個と大幅に削減した153。ツリー型戦略のメリットは，「枝葉」の剪定
を分かりやすく説明できる点にもある。   














                                                   
153 味の素グループ (2009), pp.393-395. 
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表 5-4 主要提携先と海外への時間展開 
 
出所：味の素 KK の IR 情報(2016)→ファクトシート→食品事業,p.3.より作成
























































































表 6-1 食品製造業の製造品出荷額等（単位：10 億円）  
 
出所：農林水産省(2014)『平成 26 年度食品産業動態調査（年報）』より作成
http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/jki/j_doutai/doutai_2014.html , 2016 年 10 月 15 日閲覧  
                                                   
154 越智宏倫  (1993), p.7. 
155 調味料辞典 http://spice.kh23.com/flavor/link.html，2016 年 5 月 25 日閲覧。 
農林水産省（2011）「日本標準産業分類（2007 改訂版）」
http://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/syokusan/recycle/haiki_h23_01/pdf/data_s02.pdf , 
2016 年 11 月 28 日閲覧。財団法人流通システム開発センター（2013）「JICFS 分類基準書」
http://www.dsri.jp/database_service/jicfsifdb/data/1312jicfs_bunrui -kijyunsho.pdf, 2016 年 11 月
28 日閲覧。  
区分・年次 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
業  種 2011年 2011年 2012年 2012年 2013年 2013年
食料品製造業（全体） 28,274 100 28,622 100 29,201 100
素材型 4,423 15.6 4,433 15.5 4,535 15.5
調味料製造業 1,778 6.3 1,766 6.2 1,776 6.1
糖類製造業 514 1.8 492 1.7 526 1.8
製穀・製粉製造業 1,297 4.6 1,291 4.5 1,328 4.5
動植物油脂製造業 835 3 885 3.1 905 3.1
加工型 17,839 63.1 18,041 63 18,604 63.7
畜産食料品製造業 5,148 18.2 5,117 17.9 5,488 18.8
水産食料品製造業 3,156 11.2 3,005 10.5 3,023 10.4
野菜・果実缶等製造業 807 2.9 784 2.7 744 2.5
パン・菓子製造業 4,450 15.7 4,569 16 4,634 15.9
その他の食料品製造業 4,279 15.1 4,565 16 4,714 16.1
飲料 2,631 9.3 2,859 10 2,800 9.6
清涼飲料製造業 2,076 7.3 2,280 8 2,262 7.7
茶・コーヒー製造業 554 2 579 2 538 1.8
酒類 3,381 12 3,289 11.5 3,262 11.2





ータによると，2013 年に食品製造業全体の製品出荷額は 29 兆 2,015 億円である（付加価
値額は約 33%）。そのうち，調味料製造業の製品出荷額は１兆 7,762 億円である（図 6-1，
表 6-1 参照）。しかし，調味料製造業の付加価値額は 7,565 億円にも上る（約 43%）156。








調味料を中心に製造・販売を行う日本食研と日研フードの事例を取り上げる（表 6-2 参照）。 
 
 
図 6-1 日本国内調味料製造業の生産指数の推移（1990-2013 年）  
出所：農林水産省(2014)『平成 26 年度食品産業動態調査（年報）食品製造業統計表』より作成  




                                                   
156 農林水産省  (2014)『平成 26 年度食品産業動態調査（年報）』，農林水産省 pp.22-23. 
http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/jki/j_doutai/doutai_2014.html , 2016 年 9 月 10 日閲覧。  
経済産業省(2013)『工業統計調査 平成 25 年企業統計編（確報）』，経済産業省。
http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/result-2/h25/kakuho/kigyo/index.html, 2016 年 5 月
5 日閲覧。  
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表 6-2 調味料製造企業の比較 
 
出所：各社の決算資料および帝国データバンクの TDB 資料より作成 
 
表 6-3 日本エキス調味料製造・販売会社一覧  (50 音順) 
 
出所：日本エキス調味料協会の会員企業一覧より作成 , http://ekisu.jimdo.com/,  





比較項目 味の素KK 日本食研 日研フード
2016年3月決算期 2015年9月決算期 2016年3月決算期





3 創業時の場所 神奈川県 香川県 大阪府
4 創業時の商品 「味の素」 「ミートミックス」
5 設立（年） 1925 1971 1964
6 調味料の 1909 1971 1969
製造開始（年） 「味の素」 「ミートミックス」 天然エキス調味料
7 資本金 798億6,300万円 25億6,000万円 13億6,942万円
8 従業員数 連結33,295名 4,179名 260名
9 主力商品ブランド 「味の素」 「晩餐館焼肉のたれ」 濃縮野菜エキス
10 海外展開経験 あり あり あり
11 売上高 1兆1,859億8,000万円 954億9,000万円 151億8,800万円
1 　青島産業株式会社 32 　仙味エキス株式会社
2 　アサヒグループ食品株式会社 33 　ゼンミ食品株式会社　
3 　アリアケジャパン株式会社 34 　大日興産株式会社　　
4 　池田糖化工業株式会社 35 　大洋エーアンドエフ株式会社
5 　イズミ食品株式会社 36 　宝酒造株式会社
6 　井村屋シーズニング株式会社 37 　ダンフーズ株式会社
7 　ＭＣフードスぺシャリティーズ株式会社 38 　ＤＳＰ五協フード＆ケミカル株式会社
8 　大阪ハイプロテイン協業組合 39 　東海物産株式会社
9 　カクサン食品株式会社 40 　中島液素工業有限会社
10 　角光化成株式会社 41 　日研フード株式会社  
11 　株式会社アイ・ピー・エス・フーズ 42 　日本化工食品株式会社
12 　株式会社　栄田 43 　日本水産株式会社
13 　株式会社ジャパンエコロジーシンキング 44 　日本ピュアフード株式会社
14 　株式会社ジャパンファーム 45 　野村貿易株式会社
15 　株式会社司食品工業 46 　はごろもフーズ株式会社
16 　株式会社パルシーズン 47 　富士食品工業株式会社　
17 　株式会社フードインスティテュートインターナショナル 48 　ボーエン化成株式会社
18 　株式会社マリン大王 49 　マエカワテイスト株式会社
19 　株式会社マルハチ村松 50 　丸善食品工業株式会社　
20 　株式会社マルハチ・テクノロジー 51 　マルハニチロ株式会社
21 　コスモ食品株式会社 52 　三菱商事フードテック株式会社
22 　佐藤食品工業株式会社 53 　南日本ハム株式会社
23 　三栄源エフ・エフ・アイ株式会社 54 　明王物産株式会社
24 　三協食品工業株式会社 55 　焼津水産化学工業株式会社
25 　サンダイヤ株式会社  56 　ヤヱガキ醗酵技研株式会社
26 　サンテグレ株式会社 57 　ヤマキ株式会社
27 　ＣＪジャパン株式会社 58 　有限会社下田食品工業
28 　塩野香料株式会社 59 　理研ビタミン株式会社　
29 　瑞豊食品株式会社 60 　ローズテクノ株式会社
30 　セティ株式会社 61 　和幸食品工業株式会社














とされている。 日本国内のエキス系天然調味料の製造会社は約 80 社であり（表 6-3 参照），










日本食研は，2016 年現在資本金が 25 億円 6,000 万円，従業員が 4,179 名（平均年齢 35
歳）である。従業員の中で営業担当が半分以上を占めている。また，2015 年 9 月決算期の
売上高は 954 億 5,000 万円であり，経常利益は 71 億円 8,000 万円である。国内には 5 カ
所，海外には 3 カ所の工場を持ち，国内外の事業所数は（工場を含む）296 カ所に上る。
主力商品は肉，魚，野菜を美味しくする調味料「宮殿焼肉のたれ」，「唐揚げの素」などが
ある。その他，冷凍食品・飲料もある159。 








                                                   
157 越智宏倫 (1993),p.2. 
158 日本エキス調味料協会 http://ekisu.jimdo.com/, 2016 年 5 月 5 日閲覧。 








わずか 45 年の短い期間の中で，売上高が 1,000 億円近くまで成長し続けたのである161。 
日本食研の B to B ビジネスの販売数量は売上高の約 90%を占めている。2,000 人以上の








図 6-2 日本食研の「葉」の商品例  
出所：日本食研の商品情報より作成  










                                                   
160 日本食研の企業概要 http://www.nihonshokken.co.jp/company/profile.html, 2016 年 6 月 10 日閲覧。 
161 日本食研の歴史 http://www.nihonshokken.co.jp/company/history.html, 2016 年 6 月 10 日閲覧 
162 愛媛新聞 ONLINE「日本食研が最大級工場 今治新都市に建設へ」2015 年 10 月 20 日(火) 
http://www.ehime-np.co.jp/news/local/20151020/news20151020842.html, 2016 年 5 月 9 日閲覧。 
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表 6-4 日本食研の沿革  
 
出所：日本食研の企業情報 HP より作成 http://www.nihonshokken.co.jp/index.html,      

























































































データバンクの資料によると，2016 年現在，日研フードの資本金は 13 億 6,900 万円，売




                                                   
163 日研フードの企業理念 http://www.nikkenfoods.co.jp/about/philosophy.html, 2016 年 3 月 5 日閲
覧。  
164 帝国データバンクのＴDB 会社情報（企業コード 430132422）http://www.tdb.co.jp/, 2016 年 9 月  
4 日閲覧。  
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め，2011 年に製造工場を建設し，さらに 2012 年にタイの工場では Halal 認証を受け，エ
キスの製造に使用する原料はすべて Halal 基準を満たし，2016 年 7 月の時点で Halal 登
録品目はすでに 45 アイテムに及んでいる166。 
 
 
図 6-3 日研フードの「枝」展開例            
出所：日研フードの商品情報より作成 http://www.nikkenfoods.co.jp/, 2016 年 10 月 14 日閲覧  
 
（２）日研フード商品「枝葉」の特徴  











                                                   
165 日研フードの海外展開 http://www.nikkenfoods.co.jp/overview/overseas.html, 2016 年 3 月 5 日閲
覧。  
166 日研フードの主要商品ラインナップ http://www.nikkenfoods.co.jp/overview/lineup.html, 2016 年






































                                                   
167 日研フードの企業情報  http://www.nikkenfoods.co.jp/, 2016 年 6 月 10 日閲覧。  
168 日研フードの開発事例 http://www.nikkenfoods.co.jp/development/index.html, 2016 年 3 月 5 日 
閲覧。  
169 日研フードの主要商品ラインナップ http://www.nikkenfoods.co.jp/overview/lineup.html, 2016 年
















































とがあり，常温で 1.5-2 年保存できる），レトルトカレー（常温で 1-2 年保存できるが，近
年技術の発展により 5 年以上保存できるものも開発された）に大別されている。日本国内
のカレーの生産実績について，2015 年度のカレー粉の生産量は 7,340 トン，ルウカレーの












（１）ハウス食品の全体像   
ハウス食品の 2016 年 3 月決算期の売上高は 2,418 億 9,300 万円，純利益は 226 億 3,200
万円であり（図 7-1 参照），2016 年 3 月末現在の従業員数（連結）は 6,376 名である。事
業セグメントの中では，①「香辛・調味加工食品事業」，②「健康食品事業」，③「海外食
品事業」，④「外食事業」，⑤「そのほか食品関連事業」の五つの事業に分かれている（図
7-2 参照）。「香辛・調味加工食品事業」の売上高は 1,200 億円（47.2%），「健康食品事業」
の売上高は 345 億円（13.6%），「海外食品事業」の売上高は 186 億円（7.3%），「外食事業」











http://www.jca-can.or.jp/data/pdf/retoruto.pdf, 2016 年 11 月 20 日閲覧。 
171 ハウス食品株主・投資家情報→業績・指標・配当，ハウス食品 2016 年 3 月期決算説明会資料。  
https://housefoods-group.com/ir/financial/index.html, 2016 年 8 月 26 日閲覧。  
172 ハウス食品の事業紹介 HP より https://housefoods-group.com/company/business.html, 2016 年 8
















②ハウスフーズホールディング USA Inc.は米国における事業を統括  
③ハウスフーズアメリカ Corp.は米国において豆腐等大豆関連製品の製造販売およびハウス食品㈱  
製品の輸入販売  






















 ②㈱デリカシェフは，コンビニエンスストア向けの総菜，焼成パン，デザート等の製造販売  
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 ③ハウス物流サービス㈱およびハイネット㈱は運送および倉庫業の運営  
 ④㈱ハウス食品分析テクノサービスは食品の安全および衛生に関する分析等  











図 7-1 ハウス食品の売上高と経常利益の推移（2005-2016 年 3 月決算期）  
出所：ハウス食品株主・投資家情報→業績・指標・配当より作成  
      https://housefoods-group.com/ir/financial/index.html, 2016 年 8 月 26 日閲覧  
 
                                                   
173 ハウス食品 HP 企業理念 https://housefoods-group.com/company/philosophy.html, 2016 年 8 月 26
日閲覧。  




図 7-2 ハウス食品のセグメント別売上高（2016 年 3 月末決算期）  
出所：ハウス食品 2016 年 3 月期決算説明会資料スライド No.6 より作成       
https://housefoodsgroup.com/ir/ir_library/explanation/pdf/160517kessansetsumei.pdf , 
2016 年 8 月 26 日閲覧 
 
 
図 7-3 「バーモントカレー」の「幹（基幹商品）」を固める  
出所：『日本経済新聞（電子版）』「50 年間トップ維持 バーモントカレーの新しさ  」2013 年 6 月  
23 日より作成 http://www.nikkei.com/article/DGXNASFK1702F_X10C13A6000000/?df=4, 















業秘密とされている（図 7-3 参照）175。1963 年に「バーモントカレー」の発売に際し，マ
ーケティングプロモーションはテレビ CM を駆使したお陰で，同商品は数か月後に爆発的
なヒット商品となった。学生の頃からハウス食品に就職することを決めていた前述の辻本















容器包装研究 , プライムカレー低蛋白肉用食品研究，乳酸菌 HKL-137 など幅広い分野の
研究が行われている178。 
 
２． ツリー型戦略の事例   
 
（１）外来種による「種」撒き   
日本の国民食と言われるカレーは，元々インドで生まれ，イギリスを経由して日本に到
                                                   
175 2014 年 5 月 17 日に辻本昇氏へのインタビュー。  
176 2014 年 5 月 17 日に辻本昇氏へのインタビュー。  
177 ハウス食品の HP→「様々挑戦の歴史」http://www.housefoods-saiyo.net/about/history/, 2016 年  
8 月 28 日閲覧。 
178 ハウス食品の研究活動 http://housefoods.jp/activity/kenkyu/introduction/index.html, 2016 年 10
















































図 7-4 ハウス食品のツリー型戦略（時間展開と相互作用）  
出所：ハウス食品の「会社の歩み」より作成  
https://housefoodsgroup.com/company/history.html, 2015 年 8 月 1 日閲覧 
 
 
図 7-5 ハウス食品 2016 年 3 月期「香辛・調味加工食品事業」の内訳（単位：億円）  












































                                                   
179 ハウス食品のニュースリリース（2013）http://housefoods.jp/company/news/news00003772.html, 
2015 年 6 月 1 日閲覧。 
180 ハウス食品のニュースリリース（2015）




スナック菓子の「枝葉」を一例にすれば，「オー・ザック」<から揚げ味＞（2013 年 2 月 25
日発売），「オー・ザック 香ばし揚げ」＜こんがり醤油味＞，＜コク旨バター味＞，(2013
年 3 月 11 日発売)，「オー・ザック」＜うに味＞（2013 年 5 月 7 日発売），「オー・ザック」
＜うなぎのかばやき味＞（2013 年 6 月 24 日発売），「オー・ザック」＜四川風麻婆豆腐味



























1996 年にハウス食品は Coco 壱番屋と連携し，中国上海に「上海カレーハウスレストラ
ン」をオープンした。また，2002 年には味の素 KK と一緒に「上海ハウス味の素食品」を
                                                   
181 ハウス食品のニュースリリース（2013）http://housefoods.jp/company/news/list201310.html, 
2015 年 6 月 1 日閲覧。 
182 ハウス食品の海外事業，https://housefoods-group.com/world/massege/index.html, 2016 年 9 月 10
日閲覧。  
183 松下元則  (2009), p.69. 
184 『日本経済新聞』「カレー中国で定番に『ハウス食品大連の新工場稼働』日本経済新聞社 , 2014 年

































推移からも見られるように，2009 年の純利益は 47 億 2,600 万円から 2010 年の純利益 48
億 2,000 万円，2011 年には 52 億 5,200 万円へと伸び続けていた。すなわち，この剪定作
業は損失を最小限に抑えたのである188。 
                                                   
185 戸田顕司  (2005) pp.70-72. 
186 ハウス食品（株）http://housefoods.jp/sp/company/news/news_1224.html , 2016 年 9 月 21 日閲
覧。  
187 ハウス食品 2010 年決算説明会 http://housefoods.jp/company/news/pdf/100521kessanshiryou.pdf ,  
2011 年 3 月期決算短信〔日本基準〕(連結）
http://housefoods.jp/company/news/pdf/110510kessanntannshinn.pdf , 2016 年 9 月 21 日閲覧。  
188 ハウス食品の 2009 年の決算説明会資料及び 2008-2011 年度の決算短信より














変化をいち早く察知した。そして，テレビ  CM を駆使して，「バーモントカレー」を太い
「幹」として育て上げた。この商品は 50 年以上経た今も多くの消費者に支持され続け，ツ
リーの「幹」の堅実さを物語っている。発売 50 周年の 2013 年 3 月末まで「バーモントカ


















食品の年間生産量（2015 年度）は 362,560 トンであり，そのうち，もっとも多い品目はカ
レーであり，その量は 145,483 トンとなっている。全体の約 40%を占めている191。 
                                                   
189 ハウス食品の「ミネラルウォーター事業の譲渡について」  
http://housefoods.jp/inquiry/qa/answer_13_01.html, 2015 年 3 月 5 日閲覧。 
190『日本経済新聞（電子版）』「50 年間トップ維持 バーモントカレーの新しさ」2013 年 6 月 23 日 , 
http://style.nikkei.com/article/DGXNASFK1702F_X10C13A6000000?page=3, 2016 年 1 月 14 日  
閲覧。  
191 日本缶詰協会  (2015)「レトルト食品生産数量の推移」http://www.jcacan.or.jp/data/pdf/retoruto.pdf, 












































第８章 カレー製造企業の事例分析  
 








取り上げる（表 8-1 参照）。 
 
表 8-1 カレー製造企業の比較  
 













                                                   
192 全日本カレー工業協同組合より http://www.curry.or.jp/links/index.html, 2016 年 9 月 21 日閲覧。 
193 エスビー食品の会社案内より https://www.sbfoods.co.jp/company/profile/history/bimikyusin.html , 
2016 年 8 月 31 日閲覧。 
194 2014 年 11 月 28 日に日達祐子氏へのインタビュー。  
比較項目  ハウス食品  エスビー食品  ハチ食品  ベル食品
2016年3月決算期 2016年3月決算期 2016年3月決算期 2015年9月決算期
1 創業（年） 1913 1923 1845 1969
2 創業時の業態 薬種問屋 食品メーカ 薬種問屋 食品メーカ
3 創業時の場所 大阪府 東京都 大阪府 大阪府
4 創業時の商品 薬種化学原料 カレー粉 薬種原料 缶詰・ルウカレー
5 設立（年） 1947 1940 1943 1969
6 カレーの 1928 1923 1905 1969
製造開始（年） 「ハウスカレー」 (カレー粉） 「ウコン粉」（日本初）
7 資本金 99億4,832万円 17億4,400万円 8,000万円 3,600万円
8 従業員数 6,376名(連結) 1,234名(連結) 136名 70名
9 主力商品ブランド 「バーモントカレー」 「ゴールデンカレー」 「蜂カレー」 「ビーフカレー」
10 海外展開経験 あり あり あり なし
















メスパイス｣シリーズに 46 品目の商品をラインナップし，「葉」の商品を盛んに茂らせた。 
また，1982 年にレトルトカレーの商品「小枝」も伸ばし，「ディナーカレーレトルト」を








していたのである。2003 年に小容量・低価格の商品「小枝」にはシリーズ商品 17 品を発
売し，2005 年に高級食材ブランド「フォション｣との契約により高級タイプの香辛料 113






が，2010 年に発売されてから 60 周年を迎えた。また，チューブ入り香辛料も発売されて





                                                   
195 エスビー食品の会社案内(社史・沿革)より http://www.sbfoods.co.jp/company/profile/spirits.html,  






図 8-1 エスビー食品の業績の推移（2005-2016 年 3 月決算期）  
出所：エスビー食品の決算短信より作成 https://www.sbfoods.co.jp/company/ir/results.html,  
2016 年 9 月 7 日閲覧 
 
エスビー食品の 2016 年 3 月期の売上高は 1,331 億 4,700 万円であり，2016 年現在，食
料品事業と調味済食品事業の 2 つに分けられている。そのうち，売上高が前期比 66 億 400




いる（図 8-1 参照）。 
2015 年度には香りをテーマにしたカレーの総合プロモーションを実施し，主力ブラン
ドの「ゴールデンカレー」や「とろけるカレー」の売上高が大幅に伸張し，「即席」商品領
域の売上高は 340 億 8,000 万円に上った（前期比 34 億 8,700 百万円の増加）。「インスタ
ント食品その他」の領域では，レトルトカレー製品の「カレー曜日」や「S&B おいしいカ
レー」が伸張し，新製品の「ゴールデンカレーレトルト」も売上に寄与した。その結果，
この領域では前年比 1,400 万円増となり，売上高は 299 億 8,200 万円になった。また，「ス
パイス＆ハーブ」領域の売上高は 230 億 7,100 万円であり，「香辛調味料」領域の売  
上高は 306 億 8,800 万円である。カレー関連領域の実績は，スパイス調味料類を上回って
いる格好となっている197。 
                                                   
196 エスビー食品の企業情報「エスビー食品が歩んできた道」より
https://www.sbfoods.co.jp/company/profile/history/index.html, 2016 年 9 月 9 日閲覧。  
197 エスビー食品 2016 年 3 月期決算短信〔日本基準〕（連結）pp.2-5, 









（現在，ハチ食品）であった。1903 年（明治 36 年），薬種問屋として営んでいた二代目
“今村弥兵衛”時代に，鬱金粉（ウコン粉）が「第五回内國勧業博覧會」において有功褒
賞を獲得したことをきっかけに，鬱金粉を主原料としたカレー粉製造に勤しんだ 199。そし






















料・粉末スープ―類，・各種レトルト製品，④OEM・PB の商品開発である。  
100 年以上の年月を経て，現在の資本金は 8,000 万円であり，2016 年 3 月現在の売上高
                                                   
198 「18 世紀末には Cross&Black well によりカレー粉が企業化され，市販されるに至りカレー料理は
欧州諸国で一時流行した。」－出所：全日本カレー工業協同組合 , 
http://www.curry.or.jp/whats/index.html, 2016 年 11 月 10 日閲覧。  
199 ハチ食品の企業情報 元祖カレーメーカーの歩み「蜂カレーの誕生」より  
http://hachi-shokuhin.co.jp/founder/index.html, 2016 年 9 月 10 日閲覧。 
200 ハチ食品の企業情報 元祖カレーメーカーの歩み「レトルト食品第 1 号商品専門店のビーフカレー」




は前年度の 91 億 1,300 万円より増え，99 億 7,700 万円に達している。帝国データバンク
の資料によると，純利益は 43.7％増の 2 億 1,900 万円以上となった201。しかし，元祖カレ






















タバンクの資料によると，2015 年 9 月の決算期の売上高は 22 億 500 万円（前年度より










                                                   
201 帝国データバンクのＴDB 会社情報（企業コード 580074123）http://www.tdb.co.jp/,     
2016 年 9 月 4 日閲覧。  
202  2014 年 5 月 17 日に辻本昇氏へのインタビュー。  
203 2014 年 5 月 17 日に辻本昇氏へのインタビュー。  
204 帝国データバンクのＴDB 会社情報（企業コード 580257007）http://www.tdb.co.jp/,     





































































11 社（上場企業 5 社と非上場企業 6 社）の事例分析を通して，ツリー型戦略の有効性を明
らかにした（表終-1 参照）。 
 
表 終-1  ツリー型戦略のパターン（事例一覧）  
 


















1 A 日清食品 1948 25,122 11,200 468,084 2016年3月決算期
2 A 味の素KK 1909 79,863 33,295 1,185,980 2016年3月決算期
3 B ハチ食品 1845 80 136 9,977 2016年3月決算期
4 C1 ハウス食品 1913 9,948 6,376 241,893 2016年3月決算期
5 C1 東洋水産 1953 18,969 4,696 383,276 2016年3月決算期
6 C1 日本食研 1971 2,560 4,179 95,450 2015年9月決算期
7 C2 エスビー食品 1923 1,744 1,234 133,147 2016年3月決算期
8 C2 サンヨー食品 1955 500 6,196 171,373 2015年3月決算期
9 D1 日研フード 1964 1,369 216 15,188 2016年3月決算期
10 D2 寿がきや食品 1957 93 267 15,954 2016年3月決算期


















































種に分け，A, B, C, D の四つのパターンに分類できることを明確にした。すなわち，パタ
ーン A は「自生種・太い幹」，パターン B は「自生種・細い幹」，パターン C は「外来種・
太い幹」，パターン D は「外来種・細い幹」である。さらに外来種のパターン C とパター























の子のように一時期 360 社にも上った。しかし，2016 年現在生き残った企業は最盛期の









粒の商品の「種」より，売上高 1 兆円以上のグローバル企業にまで発展してきた味の素 KK
は，40 年の年月をかけ「味の素」という堅実な「幹（基幹商品）」を固めた。「幹」を堅牢




















料企業の中では中堅企業であり，ツリー型戦略パターン D1 に当てはまる。 












は，ツリー型戦略パターン C1 の戦略シナリオで描くことが適当である。  



















本論文では，第 3 章から第 8 章まで，インスタントラーメン製造企業 4 社，調味料製造
企業 3 社，カレー製造企業 4 社の事例を分析した結果，ツリー型戦略の分析枠組みおよび
その類型が企業の成長戦略をより明晰に説明できること，経営戦略の分析枠組みとして有
効であることを明らかにすることができたと考える（表終-1 参照）。事例分析によって，ツ
リー型戦略は有効性があることを確認できた（表 2-2 参照）。 
  















せた大きな原動力となっている。第 5 章では，味の素 KK が売上高 1 兆円まで発展してき
た経緯は，まさに味の素 KK 自身が会社案内でも提示している１本の大きなツリーの形で
説明できた。味の素 KK のグローバル展開に長年携わった元 OB の前田宏一へのインタビ
ューでも同社のツリーのような商品展開を確認した。また，日清食品および味の素 KK は
適時に「枝葉」の剪定を行っていたこともインタビューにより確認することができた。  




し，その後のレトルトカレー市場への参入は 1990 年代以後で，同業他社より 20 年も遅れ
をとる結果となったわけである。元々優れた戦略をもっていたにもかかわらず，「幹」がし
っかり固められてないことで成長に遅れが生じたといえる。  











A 自生種 太い 多い 多い 多い 〇 〇 〇 〇
B 自生種 細い 少ない 少ない 少ない 〇 × × ×
外来種C1 太い 多い 多い 多い 〇 〇 〇 〇
外来種C2 太い 少ない 多い 多い 〇 〇 〇 △
外来種D1 細い 少ない 多い 多い 〇 △ 〇 △





ツリー型戦略パターン C の事例において，C1 と C2 二つのパターンに細分化すること
ができた。というのは，同じような外来種の「種」を採っていても，経営トップの戦略的
思考により，のちに「枝葉」の展開シナリオが分かれることが想定できる。C1 と C2 の違




食品,第 4 章で取り上げた東洋水産，第 6 章で取り上げた日本食研の事例は C1 のパターン
であり，第 4 章で取り上げたサンヨー食品，第 8 章で取り上げたエスビー食品の事例は C2
のパターンとなっている。  
ツリー型戦略パターン D の事例において，D1 と D2 二のパターンに細分化することが






















































































































2. 2014 年 11 月 28 日, エスビー食品株式会社管理サポートグループコミュニケーショ
ン企画室広報ユニットマネジャーの日達祐子氏にインタビューした。 
 
3. 2015 年 7 月 14 日, 日清食品ホールディングス株式会社常勤顧問, カップヌードルミ
ュージアム館長筒井之隆氏にインタビューした。 
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